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1.はじめに
筆者らは2011年3月18日から24日まで，アメリカ合衆国のニューヨーク州ニューヨーク市，マ
サチューセッツ州ボストン市において自閉症児の教育施設を視察訪問した。この間にニューヨークで
2つの特別支援学校と1つの療育施設，ボストンで3つの特別支援学校を訪問した。いずれの施設に
おいても多くの自閉症児が教育を受けており，アメリカにおける自閉症教育の実情の一端を目にする
ことができた。
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Abstract
Inthispaper,wereviewtheliteratureregardingtheeducationofautisticchildren,summarize
informationobtainedfrom aninspectionofeducationalfacilitiesforautisticchildreninthe
UnitedStates,andpointoutpossibleproblemsinthetreatmentofautisticchildren.
Variouseducationalprogramsforautisticchildren,including ABA（AppliedBehavior
Analysis）,TEACCH（Treatmentand Education ofAutisticand related Communication
handicappedChildren）,andDIR（TheDevelopmental,IndividualDifference,Relationship-Based
model）,weredevelopedinAmerica,andthattheyareeffectivehasbeenconfirmed.Forchildren
aged3-21withdisabilities,thefederalgovernmentprovidesappropriatepubliceducationfreeof
charge,asisguaranteedintheIndividualswithDisabilitiesEducationAct.
However,parentsofautisticchildrenarerequiredtohavespecializedknowledgeabout
their child・s disabilities and rehabilitation,and to have the ability to effectively take
advantageofsocialresources.
Wealsoconsiderthequestionofwhethertoomuchemphasisisplacedoneducational
programstailoredtoindividualstudentsattheexpenseofthepossiblebeneficialeffectsof
masseducation.
Keywords:autism（自閉症），UnitedStatesofAmerica（アメリカ合衆国），Individualswith
DisabilitiesEducationAct（個別障害者教育法），ABA（応用行動分析），TEACCH
（自閉症及び近縁のコミュニケーション障害の子どものための治療と教育），DIR（発達段
階と個人差を考慮に入れた，関係性に基づいたアプローチ），IEP（個別教育計画）
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本稿では，アメリカにおける自閉症児教育の現状に関して，文献並びにニューヨーク，ボストンの
自閉症児教育施設視察研修から得られた情報をまとめ，アメリカの特別支援教育に追随してきたとさ
れる日本の自閉症児教育の今後の在り方について考えてみたい。
2.アメリカの自閉症児教育
1） 自閉症研究と治療教育プログラムの開発
ジョンズホプキンズ大学の児童精神科医，レオカナー（Kanner,L.）によって1943年に「早
期小児自閉症（earlyinfantileautism）」という用語が最初に使われて以来，アメリカにおいては自閉
症とその治療教育に関する数多くの研究が積み重ねられてきた。
中でも，1960年代以降に盛んに行われた行動療法は様々な批判を受けながらも（金原，2005），そ
の有効性から「ABA（AppliedBehaviorAnalysis:応用行動分析）」に基づく教育的介入として発展を
遂げた。2001年に全米学術会議（NationalResearchCouncil）が，幼少時の自閉症に有効とされる代
表的な包括的介入としてあげているプログラムのほとんどがABAに基づいて体系化されており，多
くの療育機関が何らかの形でABAの手法を取り入れている。ABAの基本的な考え方は，人間の様々
な行動を「個人と環境との相互作用の結果」と捉え，行動を起こす原因となった環境要因を分析して
操作することによって，そこに変化を起こそうとするものである。ABAプログラムはまず当該児童
の行動記録を詳細にとって，分析することによって開始される。その上で，不適切な行動（たとえば
自己刺激行動，自傷行動，他害行動，かんしゃく等）を起こす原因となっている要因を減少させ，適切な
行動（たとえば様々なソーシャルスキル，言語による要求表現等）を習得させるために効果的な環境や働
きかけについて仮説を立てる。そして仮説に基づいた介入プログラムを作成し，実行，見直しを繰り
返すことで，児童の行動を変化させていく。特に，ロバース（Lovaas,O.I.）と彼の研究グループに
より開発されたUCLA早期自閉症プロジェクト（UCLA YoungAutism Project）はロバース式ABA
（LovaasStyleABA）と呼ばれ，早期（4歳未満）からの高密度（週40時間以上）の介入により知能指
数，言語能力，社会適応能力の上昇に顕著な効果が見られるとされている（Lovaas,1987）。
一方でエリックショプラー（Schopler,E.）は「TEACCH（TreatmentandEducationofAutistic
andrelatedCommunicationhandicappedChildren:自閉症及び近縁のコミュニケーション障害の子どものた
めの治療と教育）」を提唱し，アメリカでは1972年にノースカロライナ州の公式プログラムとして認
められているほか，ヨーロッパや日本の教育現場でも広く取り入れられている。1966年ショプラー
はノースカロライナ大学精神科にTEACCH部を作り，本格的にこのプログラムによる自閉症教育を
実施し成果を上げる。TEACCHにおいては自閉症を，コミュニケーションをはじめ，認知能力，社
会性，そして行動の機能に重大な混乱や影響を及ぼす複合的な障害であると捉える。その上で，認知
機能の特性に合わせて，環境や情報の構造を理解しやすいように作り直す。すなわち，空間，時間，
コミュニケーションの内容を，自閉症児にとって意味明瞭な形にすることによって，彼らが混乱せず
に自立して学習や生活ができると考え，包括的な支援を行う。TEACCHの原理は以下のようにまと
められる（佐々木，2008）。
①自閉症の障害の本質は中枢神経系を含む器質的なものであり，それが彼らの見る世界や状況の見
通しに混乱や影響を及ぼしていると捉えること
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②療育は両親（家族）と専門家が親密な協力関係で実施すること
③療育者はスペシャリストであることを超えてジェネラリストであること
④療育プログラムは包括的に調整されなければならないこと
⑤人生全般にわたって支援されなければならないこと
⑥療育はあくまで個別化の概念のもとに行われること
比較的新しく登場したプログラムとしては1990年代にグリーンスパン（Greenspan,S.I.）らによ
って始められた「DIR（TheDevelopmentalIndividual-difference,Relationship-basedmodel:発達段階と
個人差を考慮に入れた，関係性に基づいたアプローチ）」がある。グリーンスパンらは自閉症の中核とな
る困難を①親密さと暖かさの確立に関する困難，②ジェスチャーや情緒的表現を伴うコミュニケーシ
ョンの困難，③情緒や要求を伴う意味のある言葉やシンボルの使用に関する困難であるとしている。
DIRの基本的姿勢は，子どもが起こした行動に大人が効果的な対応をとることで相互交渉を活発化
させ，上記のような自閉症に伴う困難を軽減していこうとするものである。DIRの中核的なプログ
ラムに「フロアタイム」と呼ばれるプログラムがあり，そこでは遊びの中で，子どもが興味や好奇心
を示したものを的確に読み取り，コミュニケーションの始発を促す環境の設定や象徴的な活動のモデ
ルを提示することによって人との関係性を深める。フロアタイム以外には半構造化問題解決活動，言
語プログラム，仲間との遊びの機会，行動分析（重度の問題行動への対応），生物医学的対応などが，
子どもの状態や課題に応じて並行的に実施される（Greenspan,S.I.& Wieder,S.,2006）。
以上，代表的な3つのプログラムについて概説したが，このほかにも多くの治療教育プログラムが
提唱され，それぞれの治療教育的効果について検証が重ねられている。
2） 制度的枠組みの発展
アメリカにおける障害児教育制度は 1975年の全障害児教育法（P.L.94-142,EducationforAl
HandicappedChildrenAct;EAHCA.）制定によって枠組みが作られたとされる（瀬尾，1985;松田，吉利，
眞田，2001）。同法では，6歳から21歳までのすべての障害児に対して無償で適切な公教育（Free
AppropriatePublicEducation;FAPE）を保障するほか，最小制約環境（LeastRestrictiveEnvironment;
LRE）における教育の提供，個別教育計画（IndividualaizedEducationProgram;IEP）の作成，多様
な教育的サービスの連続体（ContinuumofServices）1）を提供することが連邦政府に義務付けられてお
り，障害児の教育権を大幅に拡大する画期的なものであった。1986年の同法の修正では，3歳から5歳ま
でのすべての障害児への無償で適切な公教育の提供とともに，個別家族サービス計画（Individualized
FamilyServicePlan;IFSP）2）が導入されており，いち早く早期療育と家族支援にも目が向けられて
いたことがわかる。
しかし，この法制定の段階では，「自閉症」（autism）は，独立した障害カテゴリーとして規定され
ていない。当初「自閉症」は「重度情緒障害」（seriousemotionaldisturbance）のカテゴリーに含め
られていたが，これについては反対意見が多く，連邦教育省が1981年に「その他の健康障害」（other
healthimpairment）のカテゴリーに組み入れることを勧告した。ただし，1989年の時点ではニュー
ヨーク州をはじめとする16の州の州法では「自閉症」を独立した障害カテゴリーとして規定してお
り，アメリカ全体の見解は一致していなかった。
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その後，1990年には全障害児教育法が大幅に修正され，個別障害者教育法（P.L.101476,
IndividualswithDisabilitiesEducationAct;IDEA.）が成立する。この修正によって「自閉症」と
「外傷性脳損傷」（traumaticbraininjury）が新しい障害カテゴリーとして加えられ，「自閉症」3）と
いう障害カテゴリーが全米で正式に使用されることになった。そして，1997年の同法の修正におい
ては障害のある児童生徒の学力向上のために，（1）IEPが通常のカリキュラムにより明確につながり
をもち，学力達成目標を示し，全州及び学区の学力試験に障害児を含めること，（2）両親の関与を高
めること,（3）通常教育を担当する教師もIEP会議のメンバーとなること，（4）個別移行計画4）の作
成を14歳からにすること等が加えられた。
ここで，アメリカの障害児教育制度の柱とされる「無償で適切な公教育（FAPE）の保障」と「最
小制約環境（LRE）における教育の提供」が，自閉症児教育においてどのように具体化されているか
について見ていきたい。
3） 無償で適切な公教育（FAPE）の保障
前述したように，IDEAの成立によってアメリカ合衆国全土において，3歳から21歳までの障害
児に無償で適切な公教育を受ける権利が保障されている。「適切な公教育（AppropriatePublic
Education）」の内容は一人ひとりのニーズに応じて決められるものであり，IEPを作成しそれに基づ
いた評価を定期的に行うことで達成されると考えられている。
IEPの作成会議には，教育委員会担当者，療育専門家，担任教師，保護者等が出席し，作成された
IEPに保護者が同意することで教育内容が決められる。公立の学校では適切な教育サービスが十分に
受けられないと判断された時には，他の療育機関の利用や私立学校への入学転校が認められる場合
もあり，その場合の費用は全額公費で賄われる。アメリカではIEPの内容の適切性をめぐって保護
者が裁判を起こすことが稀ではない（長野，2008）。特に，自閉症児の保護者が公立学校の提示したプ
ログラムを不服として，ABAに基づいた指導を求めるという訴訟が激増し，「ABA訴訟」という一
つの裁判におけるカテゴリーを形成するまでになっているという。
提供されている公教育の内容は州によって，さらに学校区によって大きな格差があるようで，また，
公立の学校と私立の学校では一般的に私立の学校の方が人的にも物的にも恵まれたサービスを提供し
ているというのが実情のようである。したがって，「無償で適切な公教育の保障」は通常黙っていて
も提供されるものではなく，保護者が権利を主張することで初めて手に入れられるものであり，保護
者に子どもの障害と適切な教育に関する知識や交渉能力がなければ手に入れることが難しい。
4） 最小制約環境（LRE）における教育の提供
「最小制約環境」の意味するところは，「通常教育に可能な限り近接した障害児教育の環境」であり，
いわゆるメインストリーミング5）あるいは，インテグレーション6）を意味してきた。特に，1994年の
サラマンカ宣言7）以降はさらに進んで教育の場でのインクルージョン8）が求められるようになり，軽
度障害児を中心に通常教育にインクルードする試みが広がっている。ただし，中重度の障害児や自
閉症児に対してのフルインクルージョン9）については，その教育効果について懐疑的な見方が強い。
「障害の有無にかかわらず同じ場で教育を受ける」というインクルージョンの考え方に対して自閉症
児については「子どもにとって最も効果的な方法と適切な環境で教育を行う」ことが優先され，子ど
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も時代のフルインクルージョンよりも，成人後に自立して社会参加できるようにすること，すなわち
コミュニティーインクルージョン10）を重視する場合が多い（清水，1997）。したがって，一般的には
「最小制約環境」イコール「フルインクルージョン」ではなく，「できる限り通常教育とのつながりを
持ちながら，それぞれの子どもが最も必要とする適切な教育を受けられる環境」と柔軟に解釈されて
いるようである。
3.自閉症児教育施設視察訪問
［ニューヨークの自閉症児教育施設］
1） ラーニングスプリングスクール（LearningSpringSchool）
2011年3月18日，ニューヨークのマンハッタンに位置するラーニングスプリングスクールを訪問
した。校長のMargaretPoggi氏からの全体説明を受けた後，施設内を見学させていただいた。以下
は校長からの聞き取りとラーニングスプリングスクールのホームページを参考にまとめたものである。
ラーニングスプリングスクールは2000年に，言語障害をもたない高機能自閉症児の親が立ち上げ
た私設教育機関である。2001年の秋に16名だった生徒は，2011年3月には114名（4歳～14歳）ま
で増えた。内訳は，幼児クラスが5クラスで32名，児童クラスが9クラスで82名である。近いうち
に児童クラスは，12クラスに再編成されるとのことだった。基本的に1クラス8名の生徒に3名の
教師（主任が1名にアシスタントが2名）がつく。教職員は52名で，3名のディレクターのもと，心理
士1名，社会療法士1名，作業療法士3名，言語療法士4名，教師9名と19名のアシスタントから
なる。
教育目標として，生涯学習，良好な友好関係，柔軟な思考力，企画する力，自己規制，協同作業，
家族や社会への参加などを挙げている。子どもたちが学校を卒業した後も，高校や大学を経て，自立
した健康で幸せな生活を満喫できることを目指している。
ラーニングスプリングスクールのカリキュラムは，高機能自閉症児が社会で適応するために，社会
的スキルの習得を目指すと同時に，ニューヨーク州の教育水準に準拠した学術的なカリキュラムで構
成されている。
学術的カリキュラムは，リテラシー，数学，科学，社会といった4分野から構成されていて，読み
書き計算といった分野は生徒の達成レベルによってクラス分けするなど個人のニーズに合わせたカリ
キュラムが提供されている。また保護者が運営する図書館では，毎日1時間の読み聞かせもなされて
いた。
社会的認知行動カリキュラムは，学校生活終日を通して教授実践される。たとえば対人面での情
緒的交流，社会的スキルや実用言語，自己規制，問題解決，柔軟な思考力，構成力や情報処理能力な
どが身につくように構成されている。子どもが相手に上手く意思伝達ができたときは教師が直後に褒
めるなどABA的手法が数多く取り入れられていた。
そのほかにも演劇，音楽，美術，体育など豊富なカリキュラムが組まれている。たとえば美術のク
ラスでは近隣の公立中学校と協同作業を行ったり，体育のクラスではチームワーク力を養うなど，様々
なクラスを通して多様なスキルが得られるよう工夫がなされていた。
知的障害を伴わない自閉症児が，社会的コミュニケーション能力の障害を補うスキルを身につけな
がら，そして一方ではニューヨーク州教育局の教育水準に準拠した教育を享受できることは，高機能
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自閉症の子どもたちにとって非常に効率のよい学習環境だと感じた。
2） ニューヨーク市立第4特別支援学校 クイーンズ地区スキルマン分校（P.S.Q004atSkilman）
同じく2011年3月18日の午前，ニューヨークで通訳をして下さった寺田氏のご子息K君が通学
している公立の特別支援学校を訪問した。以下はこの学校の校長MarcyBerger氏，K君の担任教諭
のEsteerKhelea氏，そして保護者である寺田氏からの聞き取り並びに視察内容をまとめたものであ
る。
この学校は小学校から高等学校まである総合的な特別支援学校の分校（7か所に分かれている）で，
ニューヨークの郊外に位置し，在学児童のほとんどが自閉症児である。小学部6クラス，中学部7ク
ラスからなり，小学部の児童数は36名。このうち女子は3名のみで圧倒的に男子が多い。
私たちはまず担任の先生の案内でK君の在学する小学部の1年生の教室の様子を見学させていた
だいた。担任のEsteer氏はエジプト人女性で，エジプトで教員資格を取り，アメリカの大学院で特
別支援教育を学んだとのことであった。クラスに在籍するのは6名の男子で全員が中～軽度の知的障
害がある自閉症児である。教室はTEACCHプログラムに基づいて構造化されており，「サークルタ
イム」にグループで授業をする場，個別で課題に取り組む場，リラックスして気持ちを落ち着ける場
等が用意され，一人ひとりの子どものスケジュールが視覚的にわかりやすく表示されている。（写真
①）IEPにはABAプログラムが取り入れられており，教師は常に一人ひとりのIEPを念頭に置きな
がら，指導を行っているとのことであった。（写真②）
次に，K君が音楽の授業を受けているところを見学させていただいた。音楽は専門の音楽療法の
担当者が実施しており，子ども6名に対して教師1名，アシスタント2名が入っていた。6名の子ど
もたちのうち，K君を含む3名は音楽がかかると楽しそうに教師と一緒に体を動かしていたが，な
かなか参加しようとしない子どもたちにはアシスタントが傍に行って，個別に対応していた。
K君のIEPは，教育委員会の担当者と学校の教師，セラピスト，保護者の協議によって作成され，
明確な達成目標が数値を示して書かれている。通常の授業のほかに，個別指導で理学療法が週1回，
言語療法が週3回，作業療法が週3回入っていて，学習，社会適応，感情表現，健康，体育，それぞ
れの指導についての目標と達成期間が示されている。
自閉症児の特性に合わせた環境やプログラムの構造化がなされているので，子どもたちは安定して
過ごしている様子であった。しかし6名の子どもたちそれぞれのIEPを念頭に置きながら，アシス
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タントがつくとはいえ，1名の教師が指導を行うのは負担が大
きいのではないかと感じた。寺田氏の話では，IEPの作成にあ
たって教育委員会は「必要最低限のセラピーと人員」でと提示
してくるので親は「最大限のセラピーと人員」を交渉しなくて
はならないとのことであった。
3） スマイルセンター（SmileCenter）
2011年3月18日の午後，ニューヨークのマンハッタン中央
に位置するスマイルセンターを訪問した。ここは作業療法，理
学療法，および言語療法を中心に，おもに乳幼児の自閉症の治
療を展開している訓練施設である。以下は創設者のひとりであ
るプログラムディレクターHuckHo氏の話をもとにまとめた
ものである。
スマイルセンターは，とくに早期発見と前庭感覚統合的アプローチに重点を置いている施設であ
り，DIR/Floortimeメソッドを推奨している。これは社会的感情的コミュニケーションや遊びのス
キルを助長するために，まさにセラピストと対面して「床に座る」ことを通して，それらのスキルを
伸ばしていく方法である。
基本的に自閉症児への介入はABAが主流だが，それだけではフォローしきれない部分や改善が見
られない部分が出てくるので，その後はDIR/Floortimeメソッドによって，それぞれの子どもとの
信頼関係を築いていくとのことだった。
また作業療法士による感覚統合訓練が積極的に取り入れられており，たとえばハンモックブランコ
にのせて回転させたり（写真③），くすぐったり，マットでぐるぐる巻きにするなどの治療が行われ
ていた。小さい部屋から大きい部屋まで，感覚統合訓練が行えるいくつかの部屋が整えられており，
その時の子どもの状態や関心によってその都度プログラムを組んでいる様子だった。
スマイルセンターでは，自閉症の早期発見早期介入プログラムにも力を入れている。1997年よ
りニューヨーク市はここ6，7年で，増加傾向にある自閉症の早期発見早期介入を800億円もの予
算を投じて積極的に行っている。市によって指定された128のエージェンシーの一つとしてスマイル
センターも16か月以降に自閉症と診断された乳幼児にサービスを提供している。早期発見は容易で
はないが，早期発見早期介入によって回復率が高まるという結果もでており，このようなプログラ
ムは今後益々必要とされていくであろう。日本においては，これらのプログラムに予算が充てられて
いないのは非常に残念なことだと感じた。
［ボストンの自閉症児教育施設］
4） ニューイングランドセンター（TheNewEnglandCenterforChildren;NECC）
2011年3月21日の午前に訪問したニューイングランドセンターは，ボストンの郊外に位置する自
閉症のための非営利の教育施設である。以下は管理長であるJudyCunniff-Serio氏による施設案内
により得られた情報をまとめたものである。
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ニューイングランドセンターのカリキュラムはABAの原則に基づいており，自閉症児が生産的で
幸せな毎日を過ごすために必要なスキルを習得できるよう構成されている。通い型のデイプログラム
と住み込み型のグループホームプログラムがあり，対象年齢は3歳から22歳と幅広い。
重度の自閉症児はグループホームプログラムで1週間に40時間の教育を1対1で住み込みで受け
ることができる。幼い子どもが家族と別れて暮らすのは最初こそ困難ではあるが，自閉症にとって何
より大切なことはルーティンなので，すぐに慣れて適応するとのことだった。1週間おきに家族と会
う機会があるものの，親のほうが子どもとの分離に困難をきたすそうだ。自閉症児に対するABA方
式の教育は徹底しており，それは親への教育も同様である。普段センターで過ごしている様子をビデ
オに撮影し，毎週，家に赴き親への説明を実施している。
1歳すぎの乳児は，基本的に在宅教育が中心となる。1週間に16～30時間の家庭用プログラムが用
意され，自宅で教師による指導をマンツーマンで受けることができる。専門家が定期的に家庭での乳
児と教師の様子を観察したり，自宅やセンターで両親と面談するなど，施設と家庭でのプログラムが
一貫して適切に実行されるよう管理することに力を入れている。また地元とも連携して，3歳児まで
の早期発見早期介入プログラムによって，センターだけでなく，家庭やそれ以外の環境でも同じよ
うな行動がとれるよう教育している。ここでの目標は3歳から一般の幼稚園に通うことである。
デイプログラムに関しても，その子どもの発達に合わせてプログラムが準備されていた。3歳～22
歳の子どもは，幼稚園，小学校，中学校，高校のカリキュラムが用意され，月曜日から金曜日まで，
朝の9時から午後3時までの指導を受ける。すべての子どもに対して，それぞれ30～40のスキルプ
ログラムを含むABAスケジュールが準備されており，毎日更新されるという徹底ぶりには大変驚い
た。カビー（個々に区切られたプライベートスペース，写真④）には，一名ずつにカスタマイズされたメ
ンテナンスブックが用意され，周囲に気が向かないように工夫されていた。また生徒が1対1で教師
の指導を受けるとき以外の時間は，サークルアクティビティといって同じような発達レベルの子ども
たちが集団で活動し，社会性を習得できるよう促していた。
また保健室では，単に子どもたちの健康管理をするだけでなく，順番を待ったり，治療台に横にな
る場を作るなど，実際の病院や歯科医院での適切な行動の獲得あるいは耐性強化促進のための訓練も
行われていた。（写真⑤）
言語療法士による指導では，iPadの使用を積極的に取り入れていたことが印象的だった。言葉が
出ない子どもでも取り組みやすい計算問題や絵カードなどの専用プログラムも開発されており，IT
を使った自閉症教育も非常に進んでいることがわかった。（写真⑥）
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また体育の時間を見学させていただいているとき
に，ちょうど1名の自閉症児に自傷行為が見られたが，
決して罰は使用せず，あくまでもサイドからその行
為をおさえて制止していた。このようなところにも
ABAの原理に則った教育を徹底して行っている様
子を垣間見ることができた。体育ではプールの授業
も積極的に取り入れられており，水に非常に恐怖を
感じる子どもの行動修正や，水に対する様々なスキ
ルを獲得するためのプログラムも準備されていた。
彼らが将来社会に出て従事できるようなワークスキルの獲得を目指すプログラムも充実していた。
たとえばビンに水をつめる作業やパソコン業務，レジ打ちや調理など，実際にそれらを練習できる作
業場が設けられており，実社会における自閉症の子どもたちの自立というNECCの教育理念をあら
ためて感じることができた。
5） ボストン東スクール（BostonHigashiSchool）
2011年3月21日の午後に訪問したマサチューセッツ州のランドルフに位置するボストン東スクー
ルは，1987年に北原キヨ氏によって設立された自閉症教育施設である。もとは1964年に日本に設立
された武蔵野東学園の国際クラスとしてスタートした。以下は生徒支援を担当されている森由美子氏
からの聞き取りと施設見学の様子をもとにまとめたものである。
現在129名（男性105名，女性24名）が登録されており，うち33名が通学（217日），96名が寮生活
（304日）をしている。小中高校，および成人クラスからなり（以前は幼稚園もあった），社会的相
互作用の促進を重視しグループ教育を主流としている。
この学校の教育は「生活療法」と呼ばれる方法に基づいており，北原氏が日本で自閉症教育を始め
た当初からの独自の方法として取り入れている。これは「よく食べ，よく寝て，よく動く」といった
基本的な日常生活の営みを通して，①感情の安定，②生活リズム，③知的認知的な刺激という3つ
の基本柱の確立を目指す教育方法である。
とくに力を入れているのが体育の授業で，これは生活療法の基本でもある。よく食べて，よく寝る
ため，あるいは有り余るエネルギーやスタミナを発散させるためにも，身体をたくさん動かすことが
求められるからだ。また仲間とともに身体を動かすことで，相手に要求したり，一緒に楽しんだり，
あるいは言葉を交わすという経験もできる。実際に見学した体育の授業でも，6～7名の生徒に担任
と専門の教員がつき，お互いにリズムを合わせながら走る様子から，グループ教育のメリットを感じ
ることができた。
美術の授業も積極的に行われていた。美しい芸術に触れるのはもちろんのこと，とくに言語で表現
するのに困難をきたす自閉症の子どもたちにとって，視覚的に感情や思考を表現することができる活
動は受け入れられやすいだろう。また音楽の授業にも力を入れており，音を奏でる楽しさや仲間と合
奏することで得る喜びを体感できる。それと同時に歌を歌ったり楽器を演奏することで，呼吸の制御
や口の動きが習得できるなど，様々なスキルが獲得できる。今回も，近々に予定されている演奏会に
むけて，それぞれの子どもたちが得意な楽器を仲間と合わせながら練習している様子を見学すること
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ができた。（写真⑦）
6） ナショバ学習グループ（NashobaLearningGroup）
2011年3月22日，ボストンから車で40分ほど離れた郊外に位置するナショバ学習グループを訪
問した。ここは2002年に現在の社長であるElizabethM.Martineau氏と専務のMaureenVibert
氏を含む4名の教師が，自閉症である社長の息子を含む2名の生徒のために教会の地下で教室を開い
たところから始まった。以下は専務のMaureenVibert氏からの聞き取りと施設見学の様子をまと
めたものである。
当初は4名の教員と2名の生徒で始められたが，現在（2011年時点）では140名の教員と86名
（3歳～22歳）の生徒にまで増え，生徒数はいずれ90名になる予定とのことだった。4～5名の教員が
1名の生徒を担当し，基本的にはマンツーマンでの指導を行っていた。
ここのカリキュラムはABAに基づき，子どもたち一人ひとりにカスタマイズされたプログラムと
教育手続きが用意されていた。（写真⑧）それぞれの子どもに対して，細やかな科学的データをとり，
子どもの行動に改善が見られたら，その介入プログラムは続け，逆に改善が見られない場合は別の介
入プログラムを適用していた。また子どものたちの成長に合わせて随時プログラムも変えていくとの
ことだった。そのために毎月1回，それぞれの子どもの進捗状況についての会議が親と教員のあいだ
でなされていることには驚いた。施設内のみならず，同じことが家庭内や別の環境でもできるような
指導がなされ，そのためのツール開発や，家庭訪問など家族へのトレーニングも徹底していた。
カビーが一人ひとりに用意され，コミュニケーションマシンなど，様々なことが一人でできるよう
に必要なものはすべて周りに置かれており，効率的な環境設定がなされていた。また年齢が高くなる
と，共有スペースで過ごす時間が増え，物をシェアする訓練が日常的にできるようになっていた。そ
のほかにも，ブレイクルームといって，クラスでほかの子どもたちと一緒に活動ができない状態のと
きに一人で身体を動かす部屋や，ほかの子どもと一緒に食事ができない子どもが利用するミニキッチ
ン，パソコンルームや図書室，シャワーを浴びるためのロッカールームなど，非常に充実した環境が
整っていた。またNECCと同じく，保健室では健康管理がなされると同時に，医師や歯科医師によ
る治療行為に慣れるための訓練がなされていた。
将来的に彼らが社会で自立するために用意された職業訓練エリアには，様々な種類の業務用調理室
やショップ，組立作業室などがあった。それぞれの部屋には各作業内容がスモールステップで表示さ
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れており，彼らが行動しやすいように工夫されていた。ショップ内には，実際のレジや商品も陳列さ
れており，棚卸し作業や値つけ作業，レジ打ちなどを訓練できるようになっていた。同時に客側とし
てキャッシュカードの使い方やお金の払い方などを学習できるようにもなっていた。
またスタッフのトレーニングも非常にしっかりしており，3か月のトレーニングを受けた後も，年
に1回8月に1週間にわたって再トレーニングを行ったり，ABAの専門家や特別支援教育の講師を
招いた講習が開かれるなど，その徹底ぶりには感心した。
4.まとめと今後の課題
1）「自閉症」という障害への制度的対応
自閉症教育について考えるにあたって，「自閉症」という障害の特性が「知的障害」とは異なる側
面をもち，そこを十分に理解して配慮した対応を発達段階のできるだけ早期から行うことで多くの困
難を避けることができるということを念頭に置かなければならない。1943年にカナーによって「自
閉症」という概念が発表されて以来様々な研究が重ねられてきたアメリカにおいても，「自閉症」が
独立した障害カテゴリーとして認められたのは1990年になってからであり，1975年の全障害児教育
法制定から15年後の個別障害者教育法の修正まで待たなければならなかった。
日本においては1967年に「自閉症児親の会」が発足し，その障害特性への理解を訴えてきたが，
2004年に発達障害者支援法が制定されるまで「自閉症」は一部で「情緒障害」としての対応がなさ
れてきただけで，脳機能の発達障害としての自閉症に対する制度的な対応は十分に行われてこなかっ
た。日本の自閉症をはじめとした発達障害に対する制度的対応は緒に就いたばかりであり，今後アメ
リカのような「すべての障害児に対して無償で適切な教育を保障する」公教育の枠組みが作られ，そ
こに適切に位置づけられるまでには紆余曲折が予想される。特に，アメリカが日本のずっと先を進ん
でいると感じたのは，3歳以上の障害児への無償の公教育の提供と個別家族サービス計画が法律で保
障されていることである。自閉症の早期発見と早期からの対応，家族を含めた支援を積極的に進める
ことによって，障害から来る二次的問題を軽減し，社会的な適応を高め，将来のコミュニティーイン
クルージョンにつなげようという姿勢は今後の日本でも実現されなければならない制度であると考え
る。
2） 多様な教育プログラムの提供と保護者による選択の問題点
アメリカにおいては，本稿でとりあげた「ABA」，「TEACCH」，「DIR」をはじめとして多様な自
閉症教育プログラムが提供され，効果が実証されたプログラムは積極的に公教育に取り入れられてい
る。また，私立の学校や療育機関が提供する有料の教育プログラムであっても，そこで指導を受ける
ことが子どもの障害の軽減と発達の促進に効果があると認められれば，保護者は費用負担することな
くそのサービスを受けることができる。個別障害者教育法の「すべての障害児に対して無償で適切な
教育を保障する」という目的が実行に移されているからであるが，はたして「すべての障害児」が
「適切な教育」を保障されているのかという点については疑問が残されている。
日本においても2007年に特別支援教育が学校教育法に位置づけられ，特別な支援を必要とする子
どもたちが在学する学校には，障害のある子どもたちの「個別の指導計画11）」の作成が義務付けら
れた。個別の指導計画の作成と実施にあたっては保護者との連携は重視されるが，あくまでも学校が
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教育課程の一環として作成するものとなっている。これまで筆者らは，乳幼児期から子どもの障害に
ついて一番に理解しているはずの保護者が個別の指導計画の作成過程に主体的に参加できないことに
ついて疑問を感じてきたが，アメリカの特別支援教育の現場を訪れ，本稿をまとめる過程で，保護者
が個別の指導計画作成に積極的に参加することの難しさも見えてきた。
第一の問題点は，保護者がもっている専門知識や社会的資源の活用力によって子どもが受ける教育
的サービスの中身に大きな格差が生まれる可能性があるということである。今回の視察先で何回か耳
にしたのが「裁判に勝ってこの学校での教育が受けられるようになった」という言葉である。ニュー
ヨークで通訳を務めて下さった寺田氏も，ご子息を希望する私立学校に入れるために裁判を起こし，
ニューヨーク市に教育費の負担を求めている。その後，公立の特別支援学校に移ってからもIEPの
作成にあたって教育委員会は「必要最低限のセラピーと人員」を提示してくるので親は「最大限のセ
ラピーと人員」を交渉しなくてはならないとのことで，「ABA訴訟」に象徴されるように「適切な
教育」の内容を裁判所の判断にゆだねなければならない事態が日常と化している。結果として保護者
に自閉症教育の専門的な知識や訴訟を起こすだけの経済力がない場合は，教育委員会が提示するIEP
を受け入れることになり，そういったことで子どもの受ける教育内容が大きく影響を受けるのかと考
えると暗澹たる気持ちになる。行政府は早期からの家族支援サービスによって保護者が専門的な知識
をもつことをサポートしているが，その知識を生かすのが行政府との裁判の場になるというのは皮肉
である。ただし，裁判を起こしてでもわが子に最も適切な教育を受けさせたいという親の意志と行動
力がアメリカの自閉症教育全体のレベルアップにつながっていることも事実であろう。
第二の問題点は，滝村（2007）が指摘するように，「個別教育計画」によって個人の目標の到達と
個々の支援を重視することで，教育が本来的にもっている集団の力によって発達成長する力を軽視
することにつながるのではないかという懸念である。ABAをはじめとし，自閉症児を対象とした数
多くの教育プログラムは，そのプログラムの実施によって個人の「知能」や「コミュニケーション能
力」がどの程度改善されたかを測定し，プログラムの客観的評価を行うことを重視している。今回訪
問した教育施設の多くも個人のプログラムと個人の評価を重視しており，「学級集団」とか「学級経
営」といった視点はほとんど見られなかった。訪問先の中で唯一「ボストン東スクール」はグループ
学習による社会的相互作用を重視しており，この学校が日本人によって設立されたということを特徴
づけていた。「自閉症」という障害には，特に乳幼児期には高密度の個別に構造化された関わりが求
められるという側面があるが，比較的高機能自閉症児が多いと思われたラーニングスプリングスクー
ルやニューヨーク市立第4特別支援学校においても常に「個別教育計画」が最優先されている様子で
あった。「個人」を尊重するアメリカの文化的背景に加えて自閉症の障害特性への配慮が個別指導の
重視につながっていると思われるが，一人ひとりの問題へのアプローチと同時に，子ども同士の関わ
りや，集団としての成長にも目を向ける必要があるのではないかと感じた。
以上のような点をふまえて，今後日本の特別支援教育において「個別の指導計画」の作成が実行さ
れるにあたっては，科学的に実証された効果のある教育方法を積極的に取り入れながら，集団教育の
もつ力を生かしていくことが大切になっていく。そして，十分に適切な教育プログラムがどの子ども
にも提供されるようにするためには，少なくとも学校教育については学校が主体となり保護者や専門
機関との連携をとりながら，一人ひとりの子どものニーズにあった個別教育計画を作成するというや
り方を，より効果のある形に発展させていくことが望ましいと考えるようになった。
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3） 自閉症児における「最小制約環境」とインクルージョン
サラマンカ宣言以降「インクルージョン」は多くの国でスタンダードな教育の形となりつつある。
アメリカにおいては1975年の全障害児教育法の制定以来「最小制約環境における教育の提供」とい
う形で，障害のある子どもたちのメインストリーミングやインテグレーションが進められてきた。
1980年代にはREI（RegularEducationInitiative）主張が活発に行われ，当初は軽度障害児の学習達
成を高めるための通常教育の内容の改善を求める運動であったものが，中重度の障害児のフルイン
クルージョンを主張する運動にまで広がっていったという（清水，1994）。しかし，現在では適切なサ
ポートとともに，すべての子どもを地域の普通学校の通常学級内で教育を行うというフルインクルー
ジョンよりもむしろ，通常学級内で教育を受けることを基本にしつつ，障害のある子どものニーズに
応じて，より柔軟な場の選択を認めるサポーティッドインクルージョン12）が支持されているようで
ある（清水，1997）。
アメリカにおいて「最小制約環境」が通常学級での教育と同義に捉えられていたのは「障害がある」
ことを理由に通常教育から排除され，隔離されることを防ぐことが最大の目的であった。しかし，通
常学級において適切な支援を十分に受けられない状態は，自閉症の子どもたちに新たな「制約」をも
たらしていると考えることができる。ABAにしろ，TEACCHにしろ，DIRにしろ，自閉症の特性
を理解し，自閉症の子どもたちが徐々に社会に適応していけるような教育プログラムを提供すること
によって，本人も家族もできるだけ我慢を強いられることなく，インクルージョンの最終目的とされ
るコミュニティーインクルージョンが実現されることを目指している。今回訪問した学校の多くで，
発達段階に合わせてコミュニティーインクルージョンが進められるように21歳までの教育プログラ
ムが用意されていた。
今後，日本で自閉症の子どもたちのインクルージョンを進めるにあたって，障害のない子どもたち
と同じ場で教育を受けさせるだけではインクルージョンは実現しないということを念頭に置くべきで
あると思う。学齢期のインクルージョンのためには乳幼児期からの適切な療育が，また成人期のイン
クルージョンのためには学齢期の十分な教育が必要であり，かけがえのない子ども時代を有意義に過
ごせるよう，生涯にわたって家族や地域社会とつながりを保ちながら充実した生活を送れるよう，発
達段階の早期から公教育の中に効果の検証された療育プログラムを積極的に取り入れていく必要があ
ると考えられる。
注
1）教育的サービスの連続体（Continuum ofServices）
保護者，本人のニーズに対応して，様々な支援プログラムを連続体として提供すること。各学校ではこれらの
サービスを提供するために，通常学級の教師のほかに，必要に応じて特殊教育担当教師，学校ソーシャルワーカ
ー，作業療法士，理学療法士，言語療法士，補助教員，臨床心理士等を配置し，個々の子どもの状況に応じた支
援プログラムを用意している。
2）個別家族サービス計画（IndividualizedFamilyServicePlan;IFSP）
アメリカでは0～2歳までは，個別教育計画（IEP）ではなく，個別家族サービス計画（IFSP）があり，障害が
あると見なされた幼児と家族は，子どもの障害についての理解と適切な関わりについて，無償で指導や支援を受
けることができる。
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3）自閉症
IDEA ・97施行規則によれば，「自閉症」は「一般的に3歳までに明らかになり，その子どもの学習活動に不
利な影響を与える，言語的，非言語的コミュニケーション及び社会的相互作用に著しい影響をもたらす発達障害
を意味する。自閉症にしばしば随伴するその他の特徴として，反復行動や常同症，環境の変化や日常の手順を変
えることへの抵抗，及び感覚刺激への異常な反応などがある。この用語には重度情緒障害という障害を有する子
どもは含まれない」（IDEA ・97施行規則，34C.F.R.§ 300.7（c）（1）（i））とされている。
4）個別移行計画（IndividualizedTransitionPlan;ITP）
学校卒業後の就労を目指して行われる進路指導教育。米国のITPはIEPに含まれたかたちで実施されており，
14歳から他の専門機関を交えて，IEP同様ミーティングを行い，徐々に学校から他機関へのバトンタッチを行
っている。
5）メインストリーミング
主流化教育。障害のある子どもの残された機能を最大限に生かし，障害のない同世代の仲間と可能な限り一緒
に学び，成長していくことが双方の人格形成にとって大切であるとする考え方である。
6）インテグレーション
統合教育。健常児と障害児を同じ場で教育すること。一般的には，健常児集団の中に少数の障害児が統合され，
メインストリーミングと同義の状況を指す。
7）サラマンカ宣言
1994年スペインのサラマンカに 92か国の政府および 25の国際組織代表が集まり，インクルーシブ教育
（inclusiveeducation）のアプローチを促進するために必要な基本的政策の転換を検討した。会議は,「特別なニー
ズ教育における原則，政策，実践に関するサラマンカ声明ならびに行動の枠組み（SalamancaStatementon
principles,PolicyandPracticeinSpecialNeedsEducationandaFrameworkforAction）」を採択した。
8）インクルージョン
包括的教育。健常児と障害児を一緒に教育すること。メインストリーミングや，インテグレーションが「障害
児」と「健常児」を分けた上で，両者の統合を図るのに対して，インクルージョンは，障害の有無等によって子
どもを分けることはせず，原則としてどのような子どもも一緒に教育を受ける。
9）フルインクルージョン
学校教育のすべての教育プログラムを通常学級で障害のない子どもたちとともに受けること。支援が必要な場
合は，支援者がクラスの中に入って当該児童の支援を行う。特別支援学校や特別支援学級，通級学級等での支援
は行わない。
10）コミュニティーインクルージョン
インクルージョンを教育の場に限定して行うのではなく，地域社会全体で行おうとするもの。学校教育が終了
した後も，障害の有無にかかわらず，地域社会の様々な活動に参加し，地域の人たちとつながりをもちながら生
活をしていくことを目標とする。
11）個別の指導計画
日本においては，2007年から特別支援教育が実施され，特別な支援を必要とする子どもたちの個別の指導計
画の作成が学校現場に求められるようになった。個別の指導計画には児童生徒一人ひとりの障害の状態等に応じ
たきめ細かな指導が行えるよう，学校における教育課程や指導計画，当該児童生徒の個別の教育支援計画等をふ
まえて，より具体的に児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに対応して，指導目標や指導内容，方法等が盛り込ま
れる。
12）サポーティッドインクルージョン
インクルージョンを原則とするが，子どもの支援ニーズに応じて，通常学級の中で個別の支援を受けたり，小
グループでの指導や，個別の療育プログラムを利用できるようにすること。
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